
第９９期決算公告（２０２６年３月期） 

株式会社サンケイビル 



貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 82,418 流 動 負 債 87,215

現 金 及 び 預 金 5,760 買 掛 金 1,037
売 掛 金 703 短 期 借 入 金 31,250
有 価 証 券 2,899 一年内返済長期借入金 30,588
販 売 用 不 動 産 38,677 未 払 法 人 税 等 3,884
仕 掛 販 売 用 不 動 産 11,570 未 払 消 費 税 等 969
開 発 不 動 産 16,274 賞 与 引 当 金 808
貯 蔵 品 25 役 員 賞 与 引 当 金 108
短 期 貸 付 金 4,804 そ の 他 18,568
そ の 他 1,702 固 定 負 債 320,855

固 定 資 産 487,875 社 債 2,000
有 形 固 定 資 産 403,584 長 期 借 入 金 287,556
建 物 131,405 再評価に係る繰延税金負債 12,088
構 築 物 1,830 退 職 給 付 引 当 金 581
機 械 装 置 2,935 資 産 除 去 債 務 2,131
器 具 及 び 備 品 2,914 預 り 敷 金 16,480
土 地 202,618 そ の 他 16
信 託 土 地 52,257 負 債 合 計 408,071
建 設 仮 勘 定 9,621 （純 資 産 の 部）

無 形 固 定 資 産 5,358 株 主 資 本 135,051
借 地 権 5,022 資 本 金 38,120
の れ ん 278 資 本 剰 余 金 36,899
そ の 他 57 資 本 準 備 金 36,899

投資その他の資産 78,933 利 益 剰 余 金 60,031
投 資 有 価 証 券 14,769 利 益 準 備 金 920
関 係 会 社 株 式 26,482 そ の 他 利 益 剰 余 金 59,111
その他の関係会社有価証券 21,937 別 途 積 立 金 8,713
長 期 貸 付 金 1,318 繰 越 利 益 剰 余 金 50,397
長 期 前 払 費 用 10,308 評価･換算差額等 27,170
繰 延 税 金 資 産 1,803 その他有価証券評価差額金 2,137
そ の 他 2,360 土地再評価差額金 25,033
貸 倒 引 当 金 △47 純 資 産 合 計 162,222

資 産 合 計 570,294 負 債 及 び 純 資 産 合 計 570,294
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損 益 計 算 書
（2025

2026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 112,851

売 上 原 価 80,647

売 上 総 利 益 32,204

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,630

営 業 利 益 24,573

営 業 外 収 益

受 取 利 息 111

受 取 配 当 金 277

そ の 他 66 455

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,877

社 債 利 息 26

そ の 他 166 3,069

経 常 利 益 21,958

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 2 4

特 別 損 失

減 損 損 失 1,313

投 資 有 価 証 券 評 価 損 643

建 替 関 連 損 失 2,081

そ の 他 21 4,059

税 引 前 当 期 純 利 益 17,903

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,796

法 人 税 等 調 整 額 △222 5,573

当 期 純 利 益 12,329
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株主資本等変動計算書
（2025

2026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金 合 計
当 期 首 残 高 38,120 36,899 36,899
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 − − −
当 期 末 残 高 38,120 36,899 36,899

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

株主資本合計
利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金合計

別 途 積 立 金 繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 920 8,713 41,827 51,461 126,482
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △3,760 △3,760 △3,760
当 期 純 利 益 12,329 12,329 12,329
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 − − 8,569 8,569 8,569
当 期 末 残 高 920 8,713 50,397 60,031 135,051

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計
当 期 首 残 高 811 25,030 25,842 152,324
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △3,760
当 期 純 利 益 12,329
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 1,325 2 1,327 1,327

当 期 変 動 額 合 計 1,325 2 1,327 9,897
当 期 末 残 高 2,137 25,033 27,170 162,222
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［個 別 注 記 表］

継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

満 期 保 有 目 的 の 債 券 ：償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 ：移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
市場価格のない株式等以外のもの：決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算
定）

市 場 価 格 の な い 株 式 等：移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資
（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされる
もの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じ
て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で
出資額に取り込む方法によっております。

２．デリバティブ 時価法
３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

販 売 用 不 動 産：個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

仕 掛 販 売 用 不 動 産：個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

開 発 不 動 産：個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

貯 蔵 品：先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
（リ ー ス 資 産 を 除 く）

：定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物並びに東京サンケイビル及びブリーゼタワーの有
形固定資産（器具及び備品を除く）については、定額法によ
っております。

無 形 固 定 資 産
（リ ー ス 資 産 を 除 く）

：定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リ ー ス 資 産
（所有権移転外ファイナンスリース取引に係るもの）

：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定
額法によっております。
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５．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金：債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

賞 与 引 当 金：従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年
度負担額を計上しております。

役 員 賞 与 引 当 金：役員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度
負担額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務を計上しております。
なお、退職給付債務の金額は、簡便法（当事業年度末自己都
合要支給額）によっております。

６．収益及び費用の計上基準
当社は、オフィスビル、商業施設、ホテル施設、物流施設及びマンション等の不動産の賃貸及び販

売を行っております。不動産の販売に関しては、不動産の引渡時点において支配が顧客に移転し、履
行義務が充足されると判断していることから、当該時点で収益を認識しております。取引価格は顧客
との契約において約束された対価で算定しております。取引の対価は、契約締結時にその一部を手付
金として受領し不動産の引渡時に残代金を受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

７．ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につ

いては振当処理により、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によってお
ります。

８．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。
９．のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、20年間で均等償却しております。
10. その他計算書類作成のための重要な事項

固定資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、投資その他の
資産の「長期前払費用」に計上し、５年間で均等償却しております。
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表示方法の変更に関する注記
貸借対照表関係
1）流動資産
前事業年度において、独立掲記しておりました「流動資産」の「前渡金」、「前払費用」、「未収入

金」は重要性が乏しいため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。
2）無形固定資産
前事業年度において、独立掲記しておりました「無形固定資産」の「ソフトウェア」は重要性が乏

しいため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。
3）投資その他の資産
前事業年度において、独立掲記しておりました「投資その他の資産」の「長期営業目的有価証券」

は明瞭性を高めるため、当事業年度より「投資有価証券」として表示しております。同様に、「投資
その他の資産」の「関係会社長期営業目的有価証券」は当事業年度より「その他の関係会社有価証
券」として表示しております。
また、前事業年度において、独立掲記しておりました「投資その他の資産」の「出資金」、「差入保

証金」は重要性が乏しいため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。
4）流動負債
前事業年度において、独立掲記しておりました「流動負債」の「未払金」、「未払費用」、「前受金」、

「預り金」、「ポイント引当金」、「一年内返済預り敷金」は重要性が乏しいため、当事業年度より「そ
の他」に含めて表示しております。

会計上の見積りに関する注記
１．棚卸資産の評価損
1）当事業年度の計算書類に計上した金額 194百万円
2）その他の情報
① 算出方法

棚卸資産は、取得価額をもって貸借対照表価額とし、期末における正味売却価額が取得価額相
当額よりも下落している場合には、収益性が低下しているとみて、当該正味売却価額をもって貸
借対照表価額とするとともに、取得価額相当額と当該正味売却価額との差額を当事業年度の費用
として処理しております。正味売却価額は、分譲マンションについては販売計画に基づく販売見
込額から発生原価見込額及び販売経費等見込額を控除した金額、投資家向け不動産商品について
は事業計画に基づく安定稼働期のＮＯＩ（Net Operating Income、減価償却費控除前営業利
益）をキャップレートで割戻した金額から発生原価見込額及び販売経費等見込額を控除した金額
と必要に応じて不動産鑑定士による評価額も参考にしたうえで算出しております。

② 主要な仮定
分譲マンションの正味売却価額を算出するにあたっての主要な仮定は、販売見込額、発生原価

見込額及び販売経費等見込額であり、販売見込額は過去の実績や物件近隣エリアの市況を、発生
原価見込額は過去の実績や市況を、販売経費等見込額は直近の対売上高経費比率実績を参考に、
一定の仮定を設定しております。
投資家向け不動産商品の正味売却価額を算出するにあたっての主要な仮定は、安定稼働期のＮ

ＯＩを算出するための賃料水準（ホテルの場合はＡＤＲ（客室平均単価））及び稼働率、発生原
価見込額並びにキャップレートであり、賃料水準（ホテルの場合はＡＤＲ）及び稼働率は過去の
実績や物件近隣エリアの市況を、発生原価見込額は過去の実績や市況を、キャップレートは近隣
エリアの同種物件の直近市況を参考に、一定の仮定を設定しております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
これらの仮定は将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、賃料水準（ホテル

の場合はＡＤＲ）及び稼働率の低下、キャップレート及び原価の上昇並びに販売市況の変容が想
定以上に生じた場合、翌事業年度以降に評価損を計上する可能性があります。
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２．固定資産の減損損失
1）当事業年度の計算書類に計上した金額 1,313百万円
2）その他の情報
① 算出方法

固定資産及び借地権等の無形固定資産について、収益性の低下等による市場価格の著しい下落
や経営環境の著しい悪化、使用目的の変更等、減損損失の判定が必要となる兆候が発生した場
合、減損損失の要否の判定を実施しております。
使用目的の変更を伴わず収益性や事業環境が悪化した資産の場合、当該資産の経済的残存使用

年数と20年のいずれか短い方の期間における割引前将来キャッシュ・フローの総額を見積り、
その額が当該資産の帳簿価額相当額を下回った場合に減損損失を認識しております。割引前将来
キャッシュ・フローの見積りは、当該資産の合理的な事業計画に基づくＮＯＩや将来の資本的支
出、最終処分見積り価額等の総和により算出しております。減損損失を認識すべきと判定された
資産については、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識してお
ります。回収可能価額は正味売却価額と将来キャッシュ・フローの現在価値のいずれか高い方と
しております。正味売却価額は、不動産鑑定士による評価額等を売却見込額と仮定し、売却見込
額から売却経費等見込額を控除し算出しております。
使用目的を変更する資産の場合、使用目的の変更によって得られる回収可能価額を算出し、そ

の額が当該資産の帳簿価額相当額を下回った場合に減損損失を認識しております。販売用として
棚卸資産に区分変更する場合には、不動産鑑定士による評価額等を売却見込額と仮定し売却見込
額から売却経費等見込額を控除することにより、使用目的を変更する場合には、新たな事業計画
に基づき将来キャッシュ・フローを見積ることにより、それぞれ回収可能価額を算出しておりま
す。
また、竣工前におきましても、経営環境の著しい悪化が認められる場合や、使用範囲又は方法

について回収可能価額を著しく低下させる変化がある場合等においては、事業計画の合理性を再
検証し減損損失の要否の判定を実施しております。

② 主要な仮定
事業の用に供する資産の正味売却価額と将来キャッシュ・フローを算出するにあたっての主要

な仮定は、賃料水準（ホテルの場合はＡＤＲ（客室平均単価））及び稼働率並びにキャップレー
トであり、賃料水準（ホテルの場合はＡＤＲ）及び稼働率は過去の実績や物件近隣エリアの市況
を、キャップレートは近隣エリアの同種物件の直近市況を参考に、一定の仮定を設定しておりま
す。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
これらの仮定は将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、明らかな賃料水準

（ホテルの場合はＡＤＲ）及び稼働率の低下並びに市況の悪化が想定以上に生じた場合、翌事業
年度以降に減損損失を計上する可能性があります。
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貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産

投資有価証券 6,301百万円
（注）出資先の借入金6,301百万円を担保するため、物上保証に供している。

２．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 79,440百万円
３．保証債務

他の会社の金融機関からの借入債務等に対して、保証を行っております。
(株)グランビスタホテル＆リゾート 3,184百万円
(同)エス・ケー・ビー２号 2,950百万円
その他 1,044百万円

計 7,178百万円
４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 5,352百万円
長期金銭債権 74百万円
短期金銭債務 17,484百万円
長期金銭債務 1,088百万円

５．土地の再評価に関する法律に基づき、2002年３月31日に固定資産税評価額により事業用の土地の
再評価を行っております。

６．保有目的の変更
保有目的の変更により、有形固定資産、無形固定資産及び投資その他の資産から販売用不動産及び
開発不動産へ17,707百万円振替えております。

７．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

売上高 5,014百万円
営業費用 3,288百万円
営業取引以外の取引 2,933百万円

２．減損損失
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

主な用途 種 類 場 所 減損損失

事業用資産 建物、土地他 埼玉県、東京都他 1,313百万円

当社は、原則として個別の物件ごとにグルーピングを行い、減損損失の検討を行っております。
その結果、当事業年度において保有目的を変更した資産グループ、建替えを決定した資産グルー

プ及び売却方針を決定した資産グループについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額
を減損損失（1,313百万円）として特別損失に計上しております。その内訳は、建物942百万円、
構築物20百万円、機械装置12百万円、器具及び備品6百万円、土地102百万円並びに長期前払費
用228百万円となっております。
なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しており、正味

売却価額は不動産鑑定士による評価額又は売却見込額を使用しており、使用価値は将来キャッシ
ュ・フローがマイナスであるため回収可能額をゼロとして評価しております。

３．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書に関する注記
１．当期末日における発行済株式の種類及び総数

Ａ種種類株式 34株
２．剰余金の配当に関する事項
1）当期中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2025年６月16日
定時株主総会 Ａ種種類株式 利益剰余金 3,760 110,588,235.30 2025年

３月31日
2025年
６月17日

2）当期末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2026年６月15日
定時株主総会 Ａ種種類株式 利益剰余金 4,940 145,294,117.65 2026年

３月31日
2026年
６月16日

当社は、2026年４月24日付でＡ種種類株式34株を50,000,000株とする株式分割を行っており
ますが、2026年３月31日を基準日とする配当につきましては、当該株式分割前の株式数を基準と
した金額を記載しております。
3）当期末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数
該当事項はありません。

３．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、減損損失等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、㈱Ｓ

Ｂ表参道合併受入資産に係る一時差異等であります。

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
1）金融商品に対する取組方針

当社は、事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達し
ております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借
入により調達しております。デリバティブ取引は主に借入金の金利変動リスクを回避するために
利用し、投機的な取引は行いません。

2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、取引

先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務
状態等の悪化による貸倒リスクの早期把握と軽減を行っております。
有価証券及び投資有価証券等は、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されてい

ます。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行会社の財政状態等を把握し、満期保有目的の
債券以外のものについては、保有継続について定期的に検討を行っております。
営業債務である買掛金は、支払までの期間は短期であります。
借入金は、主に設備投資等に係る資金の調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日

後９年であります。このうち一部は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております
が、その割合は少なく、大半が固定金利のため、リスクは比較的軽微であります。資金調達に係
る流動性リスクについては、資金繰り見通しを策定し、当社の資金管理を行うほか、安定した調
達先の確保などにより、そのリスクを軽減しております。
デリバティブ取引については、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的

とした金利スワップ取引であります。なお、デリバティブ取引の契約は、社内規程に基づき、資
金調達部門で行われており、取引状況及び取引残高は資金管理部門が管理しております。
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3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な
る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、市場価格のない株式等（（注１）参照）は、次表には含めておりません。また、
貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資（貸借対照表計上額の合計額3,839百万
円）は、時価開示の対象とはしておりません。
現金は注記を省略しており、預金、売掛金及び短期借入金については短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
（単位：百万円）

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 2,133 1,546 △587

その他有価証券 4,829 4,829 −

長期借入金（１年内返済予定含む） 318,144 280,330 △37,814

デリバティブ取引

金利関連 − − −
（注１）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区 分 貸借対照表計上額

投資有価証券 9,611

関係会社株式及びその他の関係会社有価証券 45,675
（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いた観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しておりま
す。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要なインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの
うち、時価の算定における優先順位がもっとも低いレベルに時価を分類しております。

① 有価証券及び投資有価証券
上場株式及び国債は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。社債の時価は、元利金の合計額を一定の期間ごとに
分類しその将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り
引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

② 長期借入金（１年内返済予定含む）
長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、金利スワップの特例処理の対象となって
いる長期借入金については、当該スワップと一体として処理された元利金の合計額を用いて算定しておりま
す。

③ デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価は、取引金融機関等から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価
に分類しております。ただし、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金
と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項
1）賃貸等不動産の概要
当社は、東京及び大阪等において、賃貸用のオフィスビル・ホテル・商業施設等（土地を含む）

を保有しております。
2）賃貸等不動産の貸借対照表計上額並びに決算日における時価及びその算定方法

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 決算日における時価

383,814 506,491
（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）時価の算定方法

決算日における時価は、主要な物件及びその他の大型物件については主として不動産鑑定士による評価額、そ
の他の物件については適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づき自社にて算出した金額であり
ます。

3）賃貸等不動産に関する損益
（単位：百万円）

賃貸収益 賃貸原価 損 益

25,733 17,738 7,995
（注）賃貸収益及び賃貸原価は、賃貸収益とこれに対応する費用であり、それぞれ「売上高」及び「売上原価」に計上

されております。

関連当事者との取引に関する注記
関連当事者との取引
子会社

属 性 会社等の名称 議決権等の
所有割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 ㈱グランビスタ
ホテル＆リゾート

所有
直接 100.0 資金の借入

資金の借入
（注） 9,000

短期借入金 11,500
資金の返済
（注） 5,500

（注）㈱グランビスタ ホテル＆リゾートからの資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定してお
ります。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 3,244円45銭
２．１株当たり当期純利益 246円60銭
(注) 当社は、2026年４月24日付でＡ種種類株式34株を50,000,000株とする株式分割を行っております。当事業年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益の額 84,090百万円
２．契約資産及び契約負債等の期末残高

顧客との契約から生じた債権 169百万円
契約負債 4,363百万円
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重要な後発事象に関する注記
(株式分割及び定款の一部変更)
当社は、2026年4月8日開催の臨時株主総会（会社法第319条第1項に基づく決議の省略）及び同日

開催のA種種類株主による種類株主総会（会社法第319条第1項及び第325条に基づく決議の省略）に
おいて定款の一部変更について決議し、当該決議に基づき、A種種類株式の株式分割並びに当該株式の
普通株式への転換を実施いたしました。

1．株式分割の内容
(1) 株式分割の目的
株式分割を行うことにより、投資家の皆様が当社株式に投資しやすい環境を整えることを目的として

おります 。

(2) 株式分割の概要
2026年4月8日付の定款変更に基づき、2026年4月23日を基準日として、同日最終の株主名簿に記

載又は記録された株主の保有するA種種類株式34株を50,000,000株とする株式分割を行いました。
なお、当該株式分割の実施後、当該Ａ種種類株式は普通株式へ転換しております。この結果、当社の発
行済株式総数は、普通株式50,000,000株となっております。

(3) 分割の日程
・基準日：2026年4月23日
・効力発生日：2026年4月24日

(4) 1株当たり情報に及ぼす影響
1株当たり情報に及ぼす影響については、当該箇所に記載しております。

2．定款変更の内容
(1) 定款変更の概要
・株式分割に関する附則の新設及び当該株式分割の効力発生と同時の削除
・発行可能株式総数に関する規定の変更
・A種種類株式に関する規定の削除

(2) 定款変更の日程
効力発生日：2026年4月24日
なお、上記のうち、株式分割に関する附則の新設については、2026年4月8日を効力発生日として

おります。
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